島根県次世代育成支援行動計画【後期計画】（しまねっ子すくすくプラン）
１　計画策定の趣旨（背景及び目的）

○　「次世代育成支援対策推進法」が平成１５年７月に制定され、都道府県・市町村、並びに一定の事業主（従業員３０１人以上を雇用する事業主、国・都道府県・市町村）は、今後１０年間で集中的・計画的に次世代育成支援対策（少子化対策）を推進するため「次世代育成支援行動計画」を策定することが義務付け。
　○　県では、平成17年3月に5年間の少子化対策の指針となる「島根県次世代育成支援行動計画[前期計画]を策定し、次世代育成支援対策を計画的、総合的に進めてきた。
　○前期計画に係る必要な見直しを行い、県を挙げて次世代育成支援対策を推進するための新たな指針として、「島根県次世代育成支援行動計画[後期計画]を策定。
２　計画の性格（法定計画、他の県計画との関係等）
　○　次世代育成支援対策推進法第９条第１項に基づき、すべての子どもと子育て家庭を対象として、集中的、計画的、総合的に進めていく次世代育成支援対策の方向性、施策の目標、施策の内容やその実施時期等を定めるもの。
　○　「島根県総合計画（今年度策定予定）」をはじめ、「島根県保健医療計画（昨年度策定）」「しまね青少年プラン（今年度策定予定）」など、他の県計画との整合性を図りつつ、児童福祉法第５６条の９に基づく都道府県保育計画と一体のものとして策定。
　○　次世代育成支援対策推進法第８条第１項に基づき策定される「市町村行動計画」や、同法第１２条第１項の規定により策定される「一般事業主行動計画」、同法第１９条第１項の規定により策定される「特定事業主行動計画」と連携しつつ、次世代育成支援対策を推進。
３　計画期間
　○　次世代育成支援対策推進法の１０年間の施行期間のうち、後期５年間である平成２２年度から平成２６年度までを対象。
　 [次世代育成支援施策の展開に関するイメージ]











資料２





＜目指す社会像＞　子育てするなら島根が一番と感じられる社会


○　子どもを生み育てたいと願うすべての人が、自分らしい生き方をしつつ、安心と、喜びと、誇りをもって子どもを生み育てることができる社会





○　子どもたちが、豊かな自然や文化、地域の温もりに包まれて、心身ともに健やかでたくましく育つ社会
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地域の人々との温かなふれあい





基本理念





　Ⅰ　子育て・子育ちをみんなで支える地域づくり


　Ⅱ　安心して子どもを生み・育てることができる環境の整備


　Ⅲ　しまねの未来を担うたくましい子どもたちの育ちの実現








協 働
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